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メコン河上流域の水資源開発計画 
――中国・雲南省でのメコン河本流開発の現状―― 

香 川 広 海 

要  旨 

  T× th§p niên 1960 cùng v¾i sñ tång trß· ng kinh tª nhanh chóng cüa Thái Lan, 

nhu c¥u v« ði®n lñc và nß¾c ðã gia tång. Ð¬ ðáp Ñng nhu c¥u này nhæng con ð§p 

l¾n ðã ðßþc xây trên dòng phø cüa sông Mekong. Cùng th¶i kÏ này ð¬ kiªm ngoÕi 

t® t× vi®c xu¤t cäng ði®n sang các nß¾c lân c§n, chính phü Lào ðã d°n công sÑc 

cho vi®c xây ð§p trên dòng Mekong cüa nß¾c này. Thêm vào ðó t× nhæng nåm ð¥u 

cüa th§p niên 1990 ð¬ ðáp Ñng nhu c¥u v« ði®n trong giai ðoÕn phát tri¬n kinh tª, 

Vi®t Nam cûng ðã cho tiªn hành xây ð§p trên phø lßu sông Mekong ·  cao trung 

ph¥n Vi®t Nam. T¤t cä nhæng hành vi khai thác này ð«u ðßþc hþp thÑc hóa b· i mµt 

lu§n ði®u là vì lþi ích qu¯c gia và toàn lßu vñc. Nhßng trên thñc tª nhæng con ð§p 

này ðã gây ra không biªt bao nhiêu tai hÕi cho cß dân ·  ðó và lân bang. 

    Ngày nay vi®c khai thác tài nguyên nß¾c cüa sông Mekong không chï ·  3 nß¾c 

Thái lan, Lào và Vi®t Nam mà nó ðang ðßþc tiªn hành r¥m rµ tÕi Vân Nam là mµt 

tïnh cüa Trung Qu¯c ·  thßþng lßu sông Mekong. 

    Bài này s¨ trình bày khái quát v« công cuµc khai thác tài nguyên nß¾c ·  Vân 

Nam và tác hÕi cüa nó ð¯i v¾i các nß¾c ·  hÕ lßu sông Mekong.  
 

キーワード……メコン河本流開発 小湾ダム 西電東送 メコン河上流浚渫  

 はじめに 
 
 地球の全生命にとって、水は不可欠な存在であるにもかかわらず、多くの人によってまるで

消費可能な資源のように扱われている。世界人口の 70%以上が清浄な水を得られず、毎日約 2

万 5,000 人が不十分な水管理のために死亡している。現在、湖の死滅、河水・地下水の汚染お

よび飲用可能な水供給の減少は、世界人口の大部分に対して警鐘を鳴らしている。私たちは地

球を覆う水の、ごく一部しか残されていない河水・湖水および地下水で渇きを癒し、汚れを洗

い、作物を潤すとともに産業活動にも多くの水を使用している。そのため、世界の大部分の地

域で水資源は圧迫を受けている。産業廃水、下水および農業排水が川や湖に化学物質や汚水、
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富栄養化物をもたらし、結果的に水資源を毒している。これまで、ダムで寸断されている世界

中の主要河川のほとんどは、「流れない川」となってしまっている。多くの場合、ダム貯水池に

堆積する土砂はダム・川を詰まらせ、予想された以上に速いスピードでダムの寿命を縮めてき

ている。さらに、欠陥のある灌漑計画はかけがえのない地下水を干上がらせているのである。

また、大規模灌漑に伴う塩害問題は、多くの地域において深刻さの度合いを高めてきている。 

 メコン河流域のような、水資源が複数国で共有されているところでは、問題が複雑化する。

ある国の廃棄物処分地が、別の国の飲料水の水源になっているかもしれない。上流域のダム建

設や森林伐採が下流域の洪水や水不足を引き起こすかもしれない。ある国の水力発電、灌漑、

あるいは公共用水の事業が、隣国の水供給を止める可能性もある。 

 1960 年代からタイの急速な経済成長とそれに伴う電力需要・水需要の増加のなかで一連の大

規模ダムがメコン河の支流に建設された。同時期に隣国に電力を輸出することで外貨を稼ぎた

いラオス政府のダム開発も始まっている。さらに、経済成長の最中にあるベトナムの電力需要

増加を賄うために、ベトナム領内の支流におけるダム開発が行われている。このような水資源

開発行為は、電力とか灌漑用水とかの一部の価値の追求を、国益とか経済開発とかの名におい

て正当化するにつれ、一部の地域・社会の利益のために、まったく関係のない地域・社会を犠

牲にしてきている。カンボジア、タイ、ラオス、ベトナム、ミャンマー、中国といった 6カ国

で共有されているメコン河流域の自然環境の変化は、水資源開発によって支払われてきた代償

が、計り知れないほど大きいことを明らかにしている。 

 今日、タイ、ラオス、ベトナムといった 3カ国での水資源開発のみならず、メコン河上流（中

国名:瀾滄江、Lancang Jiang）に位置する中国の雲南省での水資源開発、いわゆるダム建設が進

められてきている。1990 年代初めのメコン河開発の主役がアジア開発銀行などの国際機関だっ

たのに対して、21世紀に入って主役は中国に移りつつある。中国は、メコン河での開発を調整

するメコン河委員会の正式加盟国ではない。メコン河委員会は、現時点では本流でのダム開発

を凍結しているが、下流国との合意形成を義務付けられていない中国は、漫湾（Manwan）ダム

を皮切りに、次々と中国の雲南省内を流れるメコン河本流に水力発電ダムを建設する計画を進

めている。プロジェクトの数は現在 14 程度、発電能力は 2 万 2,260MW にのぼるとみられる。

今年、中国は瀾滄江の中流・下流域に既存の漫湾、大朝山（Dachaoshan）、景洪（Jinghong）発

電所に加え、功果橋（Gongguoqiao）、小湾（Xiaowan）、糯札渡（Nuozhadu）橄欖覇（Ganlanba）、

孟松（Mengsong）、計 8つの段階式発電所の開発と建設を進めている。その総出力は 1万 5,550MW

となる。さらに、中国政府および雲南省政府は、雲南省経済を発展させるための重要な戦略的

措置として 1989 年から瀾滄江－メコン河国際水運事業を提案した。今年に入ってメコン河の自

由航行協定に伴う浚渫事業が始まった。しかし、メコン河の下流に位置するベトナムやカンボ

ジアへの影響を全く検討しないで進められているこうした動きに対しての懸念が広がっている。 

 本稿では、中国・雲南省でのメコン河本流開発の幾つかの具体的なケースを通して、その現
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状を概観するとともに、国策の電源開発計画や雲南省の経済を発展させるための重要な戦略的

計画の 1つである中国政府のメコン河上流における一連の開発事業が、下流に位置するカンボ

ジア、ベトナムに及ぼす影響を明らかにしていく。 

 

Ⅰ．中国の電源開発の計画 
 
 中国の急成長する経済により増加を続けるエネルギーのために、中国政府は将来電力不足が

予測される地域に電力供給を図ろうとし、第 6次 5ヵ年計画（1981－1985）における開発方針

に基づき、水利電力部（現電力工業部）は南部の豊富な水資源の積極的開発および水力発電施

設の拡充計画を策定した。その計画の一環として「紅水河総合利用計画」が 1981 年に国務院の

承認を受けた。この計画の目的は、10箇所の水力発電所を建設し、経済特区を中心とした経済

発展が予測される広東省への電力供給および電気不足に悩む広西省・貴州省における電力供給

を増強し、広東・広西・貴州の各省の電力系統の連係による電力融通および供給信頼性の向上

を図ることである1)。 

 中国は水力資源が最も豊富な国の 1 つで、開発できる水資源量は 31 万 7,600MW にのぼり、

水力開発の潜在力は非常に大きい。しかし、中国の水力資源の分布も不均衡で、発電可能な水

力資源の 90%は西南、中南、西北地区に分布している2)。1988 年 6 月、国務院は「西電東送」

（西部の電力を東部に輸送する）プロジェクトの実施を決定した。これは、貴州、広西、四川、

雲南、内蒙古（内モンゴル）、山西、陜西などの省（自治区）での電力資源を、電力不足が続い

ている広東、上海、江蘇、浙江、北京、天津、唐山（河北）地区へと送らせるプロジェクトで

ある。このプロジェクトにより内蒙古、陜西などの省（自治区）から河北までの北部ルート、

四川などの省から華中、華東電力網までの中部ルート、雲南、貴州、広西などの省（自治区）

から華南までの南部ルートといった 3大送電線の電力網が建設される3)。 

 西部大開発戦略のシンボル的プロジェクトである西電東送事業が提起されて以降中央政府と

地方政府の関連措置が相次いで実施され、西電東送事業に関する一連の工事が次々と始まって

いる。中央・地方政府に事業の実施の加速を求める国家計画委員会の張国宝副主任は、2000 年

4 月 12 日の「西電東送」発展戦略シンポジウムで次のように述べた。「エネルギー、特に水力

資源は、西部地区にある資源のなかでも最も重要かつ有利なものである。各省・自治区・直轄

市は、「西電東送」が西部開発の加速に与える重要な意義を、政治的な高い視野をもって認識す

るべきである。また電力事業における「第 10次 5ヵ年計画（2001 年～2005 年）」と長期的発展

計画をリンクさせ、具体的な措置を制定し、「西電東送」の戦略的実施を促進しなければならな

い」4)。電力網の整備にさらに力を入れ、全国的な電力網統合を推進するこの「第 10次 5ヵ年

計画」について、国家電力公司の専門家たちは、「中国の電力工業は大出力発電機、大規模発電

所、大規模電力網、超高圧、自動化の時代から、地域電力網の統合、全国的な電力網統合とい
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う新たな段階を迎えている」と語った5)。 

 2000 年 11月 8 日、西電東送プロジェクトの一環として、第一陣の「西電東送プロジェクト」

の 7件発電工事が、雲南、貴州、広西、四川、重慶、湖北などで開始された。この中国史上初

めての「西電東送プロジェクト」に対して朱鎔基首相は、「西電東送プロジェクトの着工により、

西部大開発の幕が切って落とされた。このプロジェクトは、西部大開発の主要プロジェクトで

あり、全力で臨み、計画通りに完成させ『第 10次 5ヵ年計画』の期間中には、新たに 1万 KW

の電力を広東省に送れるようになることを目指す」と強調した6)。『第 10 次 5 ヵ年計画』の実

施で、国家電力公司は南方電力網の西電東送計画案を纏めた。それによると、貴州と雲南は、

「広東に電力を送る」事業に関する取り決めに調印した。この取り決めに基づき、貴州と雲南

は今後の 5年間に、広東に対する送電能力を、それぞれ 4,000MWと 1,600MW増やす。西電東

送プロジェクトの主な電力供給源である天生橋 1級水力発電所と 2級水力発電所も広東に対す

る送電能力を合計 1,680MW増やし、三峡水力発電所は広東に対する送電能力を 3,000MW増や

す。さらに、西電東送事業を円滑に進めるために、中国政府は送電線の整備を強化している。

今年から、国家電力公司は 300 億元の資金を投入し、三峡送変電プロジェクトおよび東北と華

北、西北と華中、華中と華北、川渝と西北、福建と華東、山東と華北など 7地域の電力網統合

プロジェクトに取り込む7)。 

 最近、三峡と重慶・万県を結ぶ全長 295 キロメートルの 500KV 送電線の工事に加え、天生橋

と広東を結ぶ第 3 の 500KV 送変電プロジェクトの工事も始まっている。第 10 次 5ヵ年計画に

は、中国は内蒙古の西部と北京を結ぶ独立した 3本の 500KV の送電線を建設する。この送電線

の送電能力は 1万 MWに達する。華中と華南の電力網では直流送電線が 1本増え、華中電力網

と川渝電力網は 500KV の交流送電線によって統合される。また、天生橋と雲南の宝峰、貴州と

広東、三峡と広東を結ぶ送電プロジェクトを建設し、南方電力網の送電能力を 9,000MW 増や

す8)。 

 中国は電力網の整備を加速すると同時に、「西電東送」事業の電源開発にも積極的に取り組ん

でいる。天生橋 1級発電所と 2級発電所に設置される 10基の発電機のうち 7基が発電を始めて

おり、総出力は 1,780MWに達している。残り 3基も 2000 年末には発電を始めた。三峡発電所

の最初の発電機は 2003 年に発電を始めることになっており、2009 年までにはすべての発電機

が稼動する予定である。第 10次 5ヵ年計画の実施で広西自治区の滝灘、雲南省の小湾、貴州省

の洪家渡と三板渓や黄河・公百峡などの大型・中型の水力発電所の建設の準備作業も急ピッチ

で進められている9)。電源開発の「西電東送」事業に関する一連のプロジェクトは、1991 年 8

月 3日に中国国家開発銀行と広東・広西・貴州・雲南省の出資により設立された中国南方電力

聯営公司のもとで進められている10)。 

ところが、中国における水力発電施設の拡充を図るための一環として 20世紀に建設した最大

の発電所である二灘発電所は、赤字という大きな問題をかかえている。四川省の攀枝花市に位
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置する二灘発電所は、1991年 9月に本格的な工事が開始され、1998年から運転を開始している。

年間 170 億 KWh の発電量となる。同発電所の総工費は 285.5 億元11)で、この内、総工費の約

52%は世界銀行からの融資で賄い、残りの約 48%は、中国の国家開発投資公司・四川省投資公

司・四川省電力公司によって出資された12)。しかし、世界銀行が同行最大規模の融資を行なっ

た二灘発電所の稼働率が約 3分の 1までしか上がらず、巨額の赤字を垂れ流している。1999 年

の赤字は 12.5 億元を上回り、2000 年はタービン増設に伴い、赤字がさらに拡大するだろうと

推測がされていた13)。赤字の原因に関して、ある発電所の幹部は、「発電所が位置する四川省が

現行発電能力の約半分しか電力を発注せず、電力料金も当初の想定を大幅に下回る水準しか受

け入れない」と語った14)。この問題について、国家発展計画委員会は、計画当時の調査によれ

ば、四川省の電力需要の伸びは、1990 年から 1995 年までは年率 10%と予想されていた。しか

し、1996 年以降の電力需要の伸びは年々下回り、1996 年、1997 年、1998 年、1999 年にはそれ

ぞれ 5.5%、0%、1%、3.4%の年率となったが、これは予想もできなかったことであったと述べ

た15)。同発電所は、当初、重慶に電力を供給する計画や四川省の電力需要に対応するために建

設されたが、予定通りに計画は進まなかったことから、その後、電力供給先が広東省に変更さ

れた。しかし、二灘発電所の高い電力を購入するよりもガス発電を開発している広東省に電力

を売ることができず、巨額の赤字をかかえている状況に置かれている。 

 二灘発電所の不振により、建設が進められている世界最大級の水力発電所、三峡ダムの完成

は一段と難しくなりそうである。また三峡ダムと二灘発電所の両計画を推進した李鵬前首相（共

産党内の序列第 2 位）の評価は下がり、三峡ダムに批判的な朱鎔基首相らの立場が強まる可能

性がある16)。 

 上述したように、中国の急成長する経済により増加を続けるエネルギーのために、中国政府

は将来電力不足が予測される地域に電力供給を計画している。中国政府は、国策の西部大開発

のうち西南部の電力資源の開発、いわゆる「西電東送」事業に積極的に取り組んでいる。この

「西電東送」事業の一環として、中国共産党と雲南省委員会が、西部大開発の歴史的機会を生

かし、水力発電を中心とした電力産業の育成と発展を早急に進め、雲南省を「西部の電力を東

部へ輸送」する重要拠点とすることを挙げ、中国最大の水力発電所および「西電東送」の主力

にすることを目標にしている17)。 

 発電ポテンシャルの高い雲南省内の河川としては、メコン河上流、金沙江（揚子江上流）、怒

江（サルウイン川）、紅水河上流、紅河、イラワジ川上流がある。この内、金沙江では 18発電

所（うち四川省境の 6発電所は四川省と共同開発）の開発計画、怒江では 6発電所の開発計画

がある。メコン河においては、中国政府および雲南省電力工業局は、雲南省内を流下するメコ

ン河の豊富水資源を利用し、14 のダムを建設して、総設備容量 2 万 2,260MW、年間発生電力

量 1,094億 KWhの水力発電事業を実施する計画である18)。 

 以下において、特に問題となっている国際河川であるメコン河上流における中国の水資源開
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発の実状とその影響についての概要を述べることにする。 

 

Ⅱ．中国・雲南省内のメコン河本流でのダム建設の実状とその影響 
 
メコン河本流ダム計画については、何度となく検討課題に挙げられてきた。特に、ビエンチ

ャンの上流 30km ほどのラオス・タイ国境に予定されていたハイ・パモン・ダムは、長い間論

議を呼んできた。しかし、このダムは、ラオスとタイで合わせて 4万 5,000 世帯が水没、30万

人近い住民を強制的に移住させねばならないなど問題が多く、実現には至らなかった19)。本流

ダムは、メコン河沿いの住民の生活だけでなく、下流域へも大きな影響を与えることが懸念さ

れたのである。再編前の旧メコン委員会としては、本流ダム計画は事実上凍結せざるをえない

状態にあった20)。 

 ところが、1990年代に入ると、急速な経済成長とそれに伴う電力需要の増加の中で中国政府

が当時の暫定メコン委員会に加盟していない立場を利用し、中国・雲南省内を流れるメコン河

本流に水力発電ダムの開発を進め始めたのである。プロジェクトの数は現在 14程度、発電能力

は 2万 2,260MWにのぼるものとみられる（図 1）。しかも、第 1号の漫湾ダムは、すでに 1985

年に工事が開始され、1994年から発電を始めたのである。 

さらに、1980 年代末から実施されてきた西部大開発の重要なプロジェクトである「西電東送」

の実施で、メコン河上流におけるダム開発がますます加速されている。2000 年 11 月に行なわ

れた中国共産党・雲南省委員会第 6期 11会議で「中国共産党・雲南省委員会の国民経済と社会

発展の第 15次 5ヵ年計画に関する提案」が審議された。結果的には、雲南省は全国の水力資源

の 23.2%を占め、水力発電の開発可能電力は 9万 MWであるということから、中国共産党・雲

南省委員会と省政府は、2015 年までに同省が中国における重要な水力発電拠点としてほぼ完成

できるよう決定した21)。 

現在、雲南省は 7,000MW の設備容量を有し、内 70%が水力からである。2015 年までに省内

の電力需要に対応するのに加えて、「西電東送」プロジェクトの一環として、電力を広東、上海、

北京などといった東部へ送る、または、隣国のタイ、ベトナムへ輸出する、という目標を達成

するためには、開発の優先度の高い瀾滄江の中・下流部に連なる 8つの段階式発電所を完成さ

せなければならない。しかし、事業の実施には膨大な資金が必要であり、資金調達が問題とな

る。通常、内陸での水力発電の開発には量的に多くの資金が必要であるが、工期が長いこと、

需要地である沿岸部への送電線建設が必要であることから、事業の収益性においては不透明な

点が多く、民間主体の BOT方式や商業借款は期待できない。また、コストの高い外資系の発電

所から省政府が買電するのは経済的に疑問があるという意識が中国政府および南方電力聯営公

司に存在している。中国側としてはむしろ国有企業である南方電力主体の電源開発を支援し、

そこから電力を購入するのが筋である。一方、中国の行政改革や民営化に伴い、公的機関とい
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えども、市場競争原理からは逃れられないのが現状である。この意味で電力工業部系の南方電

力は公的資金への希望が強い。実際には、現在実施されている幾つかのダムも、公的資金によ

って開発されている。 

 

図 1．雲南省内メコン河ダム開発地点位置図 

 

 

   出所：吉松昭夫・小泉肇『メコン河流域の開発－国際協力のアリーナ』（山海堂、1996年） 

      90頁、図 2.2.1により加筆作成。 

 

1．雲南省内メコン河本流におけるダム開発の概要 
 ここでは、開発の優先度の高い雲南省内メコン河本流の中・下流部に連なる 8つの段階式発

電所開発（表 1）の 4つのダム開発の現状を紹介しておくこととしたい。 
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       表 1．雲南省のメコン河本流における主要な水力発電ダム計画 

 

発電所名 設備出力（MW） 水没人口（人） 建設開始年 完成年 

功果橋 750 4,600 ？ 2010 

小湾 4,200 32,737 2002 2013 

漫湾 1,500 3,513 1985 1994 

大朝山 1,350 6,054 1994 2004 

糯札渡 5,500 23,826 2002 2005 

景洪 1,500 2,264 1997 2010 

橄欖覇 150 58 ？ 2010 

孟松 600 230 ？ ？ 

小計 15,550  73,282   

出所：アシット.Ｋ.ビスワス・橋本強司『21 世紀のアジア国際河川開発』（勁草書房、1999 年）204 頁、

表 8.3、堀博『メコン河 開発と環境』（古今書院、1996 年）214 頁、表 4.1、 Mekong Forum ホー

ムページ(http://www.mekongforum.org/chinadamv.html)を参考に筆者作成。  

 

(1)漫湾ダム 

 小湾ダムの下流に位置する漫湾ダムの貯水池は、1985 年に工事が開始されすでに大部分の工

事が終了し、発電所の一部は 1993 年 6月 30 日から運転を開始している。同ダムの発電能力が

1,500MW、ダムの高さが 126 メートルである。1996 年に完成し、発電された電気（年間発生電

力量は 7,870GWh）は 500KVの送電線で昆明市に送られている。このダムは設計、施行、資金

調達のいずれをも中国が自力で行なったプロジェクトである。建設に伴う監理事務は昆明の雲

南省電力局が行ない、建設の後は漫湾発電所は電力局の所有となっている22)。 

 漫湾ダム建設では、3,513 人の山岳少数民族が強制立ち退きさせられ、それ以外にもこの地

域に住む山岳民族が影響を受けたとの報告があるものの、その実態はよくわかっていない。 

 同ダムの土砂堆積問題に関しては、オーストラリアのメコン資源研究センター（Australian 

Mekong Resource Centre, AMRC）の報告によると、漫湾ダムの場合、ダム貯水池に堆積する土

砂の量は設計当時の予想の 3倍にもなる。土砂の多いメコン河の水では漫湾ダムも土砂堆積が

原因で 16～20年以内に操作不能になる可能性があると推測されている23)。 

 

(2)大朝山ダム 

 漫湾ダムの下流に位置する大朝山ダムは高さ 111 メートルのコンクリート重力式ダムである。

ダムによってできる貯水池の総貯水量は 8.9 億立方メートルと比較的小規模の貯水池となる。
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発電所はダム直下に位置し、全長 233 メートル、幅 26.4 メートル、高さ 66 メートルの地下式

発電所が建設され、6ユニットによる発電能力は 1,350MWとされている。現時点では、アジア

最大の地下発電所プロジェクトの全長 11キロメートルの 56室の土木工事が基本的に終了して

いる24)。 

 発電所は、雲南省の雲県と景東イ族自治区の境にあり、漫湾発電所に続き 2番目の階段式発

電所で、昆明市からダムまで 600 キロメートルの距離がある。1993 年に前期工事の準備が、そ

して 1997 年には本格的な工事が開始され、最初の発電ユニットの操業予定は 2001 年 12 月 20

日で、2003 年までにすべてのユニットの完成を目指し、最終的には、年間発生電力量 7,021GWh 

もが 500KVの送電線で昆明市を中心とした消費地に向けられる25)。 

 大朝山発電所は、中国初の大手企業集団の投資によって行なわれたプロジェクトである。国

家開発投資公司、雲南紅塔実業有限公司、雲南省開発投資公司、雲南省電力集団公司が 5:3:1:1

の比率で 88.7億元を出資し26)、「雲南大朝山水力発電有限公司」を設立した。「発電所と電力網

の分離、建設と管理の一体化、独立経営、損益の自己責任」といった開発方式によって建設さ

れる大型発電所が中国で初めてである。また建設中には、全面的なプロジェクト法人責任制、

入札制やプロジェクト監理制を導入する27)。 

  

(3)景洪ダム 

 景洪水力発電所は、雲南省南部の西双版納タイ（シーサンパンナ・タイ）自治県の景洪市郊

外に位置し、タイから北に 300 キロメートルのところにある。高さ 118メートル、堤長 560メ

ートルのコンクリート重力式ダムで、約 10 億立方メートルの貯水池ができる。1,500MW の能

力を持つこの発電所は、メコン河上流である瀾滄江に計画されている 8つのダムの 1つである。 

 新華社通信が報じたところによれば、中国とタイの電力当局は、2000 年 11 月に中国雲南省

の水力発電の共同利用について、投資協定に署名した。景洪水力発電所は 100億元のコストが

見込まれる。協定によれば、タイがコストの 70%を出資し、中国が残りの 30%を出資する。雲

南省の電力会社とタイの GMS 会社が共同で設立した中国タイ雲南景洪発電所コンサルタント

有限会社が、発電所建設の準備を担当する28)。雲南電力集団公司の楊香沢副社長によれば、発

電所の建設は 2006年に始まる予定であり、2013年から毎年 1,500MWの電力をタイに供給する。

さらに、雲南省は 2005 年に 5,500MWの糯札渡水力発電所を完成する計画である。この電力の

内 1,500MWは、2014 年から毎年隣接するタイへと送られる。つまり、2014 年以降タイは毎年

中国から 3,000MWの電力を購入することになる29)。 

 

(4)小湾ダム 

雲南省を流れるメコン河に計画している小湾ダムプロジェクトに関して、中国国際技師コン

サルタント会社は今年の 9月に北京で実行可能性調査についての会議を開いている。国家計画
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委員会、国家経済貿易委員会、それに国家電力公司の専門家や政府役人 150人が会議に参加し

ている。そして 27人の中国を代表する水文学者が委員会を構成し、9月 20日以来、関連する

文書や情報をレビューしたり議論したりしている。9月 25日、小湾ダムの実行可能性調査報告

書が、国家計画委員会の委託を受けた中国国際諮詢公司の専門家チームに可決された。その後、

27の専門家で構成される委員会が小湾ダムの実行可能性調査報告書に関する評価を行なった。 

 評価の内容によれば、「同発電所の建設は、雲南省の電源構成の調整・最適化のための役割

を有するとともに、製造・建材・交通など第三産業の発展をもたらし、経済成長に導く。」と

の評価の意見を述べた。さらに、小湾発電所の建設は、雲南省の電力需要に対応できるだけで

はなく、一部の電力を広東に送り、両省の資源配置の最適化を実現し、「西電東送」戦略の重

要な要素となる。同ダムの建設は、経済的・社会的・環境的効果があるだけではなく、重要な

国家戦略を実現する政治的な意味をもっているとして、早期の着工を目指している30)。 

 小湾発電所は、中国で 5番目に長い川、瀾滄江の中流に建設される予定である。今年の 2月

18日に設立された瀾滄江水力資源開発有限公司の寇偉社長は、現在、事業化調査報告書の作成

を急いでおり、年内に着工できる見込みだと発表した31)。同発電所は、メコン河上流にあり、

漫湾ダム、大朝山ダムに続き 3番目の大規模プロジェクトとなり、発電ユニット 6基、4,200MW

の発電が可能となる。小湾ダムの最大の特徴はコンクリート製のアーチ型水力発電ダムで、高

さ 292メートル、100階建て高層ビルに匹敵する。瀾滄江水力資源開発有限公司の寇偉社長に

よると、世界最高を誇ると思われる同ダムは現在の雲南省の総貯水量に相当する 150 億立方メ

ートルを貯水することができる32)。 

 小湾発電所の総工費は 320億元で、過去 50年の雲南省での同種のプロジェクトの費用とし

ては最大である。今年 10月 11日の報道によると、雲南省発展計画委員会の王敏正副主任は、

雲南省の固定資産投資は 730 億元に達し、その 3分の 1に相当する 263億元は小湾発電所など

のために当てられていると述べている33)。 

 小湾発電所の最初の発電ユニットの操業開始予定は 2010 年、そして 2013 年までにすべての

ユニットの完成が予定されている。最終的には、年間 189億 KWhの発電量となる。その半分

を広東省や沿岸部の各省へと送電する。雲南省は今年 90万 KWhを広東省に送電、15年後には

1,500万 KWhまで増える予定である34)。 

 

2．中国・雲南省内のメコン河本流でのダム建設による影響 
既に述べたように、経済成長の著しい中国が当時の暫定メコン委員会に加盟していない立場

を利用し、中国国内を流れるメコン河本流に水力発電ダムの開発を進め始めている。現在もメ

コン河委員会の正式メンバー国ではなく、下流国との合意形成を義務付けられていない中国は

漫湾ダムを皮切りに、自国内のメコン河本流に次々と残りの 13水力発電ダムの建設を進めて

いる。現在、中国国内を流れるメコン河本流に計画されている 14の水力発電の中で 2番目、3
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番目それに 4番目の巨大なダムの建設が着々と進められている。 

 第 1号となる漫湾ダムは、すでに 1994年から発電を始められたのであるが、このダムによ

って川の流量は減少し、魚の捕獲量が激減した。さらに、ダムの完成以前、ダムの下流では、

67匹近いメコンオオナマズ（学名：Pangasianodon gigas Chevey）といった魚35)が生息している

と言われていたが、同ダムが魚の回遊の障害となっているため、1998 年時点では、たった 1匹

しか残っていない36)。環境保護関係者たちは、これらのダムの建設によって産業公害が増加し、

魚の回遊が阻害され、土壌を豊かにするシルトを妨げることによって，河川の流れの遮断と分

流によるベトナムのメコン・デルタ、カンボジアのトンレ・サップ湖等、下流地域の環境への

悪影響は、多大なのではないかと懸念している37)。 

 中国側の説明によれば、メコン上流の一連の水力発電ダムが、雨季に徹底的に水を貯めて、

乾季には水を放流することによって下流国の水害は避けられるという。しかし、魚の餌や農業

にとって貴重な自然肥料が含まれているメコン河の水がダムによって堰き止められることで、

洪水のなかに含まれているものを餌とするトンレ・サップ湖の魚は餓死にいたり、トンレ・サ

ップ湖も「死の湖」になるであろう。また、メコン・デルタやラオスの農業に大きな影響を与

えるに違いない38)。 
 今後、中国・雲南省内の 14 のダムが計画どおりに建設された場合、毎年、中国領内からメ

コン河に流れている 900 億立方メートルの水のうち、480 億立方メートル(53%)の河水は、発

電のために 14 の貯水池に止められることになる。それに伴い、年に 1億 2,500 万トンのシルト

が 14のダム貯水池に溜まることになるであろう39)。 

 河川の流量と生態系の関係について、カナダの海洋学者 Michael Rozengurt博士は 1994 年の

カナダ国会での演説の中で次のように述べた。「もし河水魚類のための生息環境を壊滅させたく

なければ、河川の流量の調節を行い、水流を止める際でも河川全体の流量の 25%以上を止めて

はいけない」40)。つまりメコン河の流量の 67%がラオス、タイ、ベトナムの支流で止められる

ことや中国領内で流量の 53%が 14 のダムによって止められることが現実のものとなれば、メ

コン河全体において高い生産性を誇っている漁業は壊滅する。さらに、年に 1 億 8,500 万トン

の沈泥が各貯水池に溜まるため、河の流れが完全に変わってしまうかもしれない。また、下流

域への流出土砂が堰き止められ耕地が痩せてしまえば、下流域の 4カ国の農業は崩壊に追い込

まれるであろう41)。 

 これまでに、メコン河における水資源開発は水没住民の移住、熱帯雨林の喪失、野生生物の

生態系の変化、漁業・農業に依拠している住民の生活基盤の壊滅といった社会的・環境的影響

をもたらしている。これは、メコン河の最下流に位置するベトナムのメコン・デルタについて

も例外ではない。支流・本流のダム開発が、デルタに住む人々が築いた小規模な堤防、灌漑シ

ステム、舟運・漁業・農業を中心とした農民の生活などに与える影響は大きい。上流の水資源

開発による影響について、カン・トー大学の Vo Tong Xuan 教授は次のように述べている。「漁
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業、農業に関しては、人々はいつも洪水を当てにした。現在、ダム、堤防、大規模灌漑施設に

ついて、意欲的な計画が広がっている。これは危険なことである！私たちはそれらの影響につ

いて十分に知っているわけではないのである。例えば灌漑施設である。メコンからデルタに流

れる水量は，多い時で毎秒 4 万立方メートルであるが、少ない時は 2,000 立方メートルしかな

いのである。メコンの上流で灌漑用の運河をもっと掘れば、下流の農家のための水が減る。さ

らに、過去 3年間に見られたことであるが、海水が今まで以上に内陸地に浸入してしまう。・・・

水をめぐる競争は激しさを増すばかりだ。・・・」42)。 

  メコン河上流では、中国がメコン河委員会を当惑させている。というのも、雲南省にすでに

漫湾ダムが完成し、今後この他に 13のダム建設が計画されているからである。中国側のメコン

河上流での開発計画は、メコン河そのものと、下流に建設されるすべてのダムの性能に影響を

与えるのである。 

 今後、メコン河の治水が中国に左右されることになるであろうという見通しは、メコン・デ

ルタ地帯を震えあがらせる。ベトナム政府は、メコン上流に勝手に手を加えると水量が減り、

ベトナム米作の心臓部であるメコン・デルタが干上がってしまうのではないかと懸念している。

中国側の説明によれば、ダムはデルタ地帯の水害を避けるように操作されるはずである。しか

し、中国当局またはタイ当局が下流の隣接諸国のことを考慮するという点において信用できる

かどうかは別問題である。雲南省にあるダムの操作ひとつで下流に洪水もしくは干ばつを引き

起こすことは簡単である。さらに、鉄鉱採掘、鉄鋼生産が雲南省の主な産業であることから、

産業廃棄物や産業排水はメコン河の水と一緒にデルタやトンレ・サップ湖に流れてくるのであ

る。その結果、メコン・デルタ、トンレ・サップ湖はこれらの産業排水を吸収する場所になっ

たり産業廃棄物の溜まる池になるであろう43)。 

 

Ⅲ．波紋を呼ぶ瀾滄江－メコン河国際水運事業 
 
 6 年前、カンボジア、ラオス、タイそれにベトナムは、メコン河流域と関係する自然資源や

環境が莫大な価値を持つ自然の財産であると認識した画期的な合意に署名した。しかし、「国際

協定の地位を持つ」1995 年のこの合意が、今年初めての深刻な試練に直面している。その背景

にあるのは、上流の 4カ国―すなわち中国、ラオス、ミャンマー、タイの間で結ばれた商業航

行に関する合意の発表である。この合意では、中国雲南省内にあるシマオ港から、瀾滄江の支

流であるフー・ユワン川を通行してメコン河本流に出るルート、そして、ミャンマーとラオス

を経由してタイに至る主要な航行ルートを切り開くことになっている。 

 

1．メコン河上流域の自由航行の実現 
 1990 年 5 月に中国は第 1 回貿易ミッションを派遣した。さらに、同年の 10 月に現地調査ミ
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ッションが実施された。ミッションは景洪からビエンチャンまでにあたる中国・ラオス国境か

ら 426キロメートルのメコン河全流域を航行した。このミッションの成功を受けて、中国政府

は中国とラオス・ミャンマー・タイを結びつけるため、この流域のメコン河舟運の発展のため

の大型プログラムの研究を開始した44)。 

 1993 年 2月から、4カ国によるメコン上流合同調査チームが探査を行なった。その結果、メ

コン上流は現在でも 60トンクラスの船で年間を通じて航行可能であることが明らかになった。

調査終了後、「中国、ラオス、ミャンマー、タイにおけるメコン上流の水路運輸についての調査

報告書」が出版された。同報告書は実施されるべき改良プロジェクトの詳細について提案して

いる。1つ目の水路は中国国境からバンホエイサイまで、2つ目はバンホエイサイからルアンプ

ラパンまでである。プロジェクトは河川改修、浚渫、岩石爆破など航行の助けとなる能率的な

システムを含む、河の航行能力を高める様々な手段を含んでいる。4 カ国によって行なわれた

合同調査や公式会合に続いて、主に観光のための商業ベースの舟運が中国の景洪とタイのチェ

ンコン・チェンセンの間で 1993 年 5月から開始され 30人から 60人乗りのクルーズ船がタイと

中国の合弁企業によって運行された。これに引き続き、他の合弁企業も観光・運輸ビジネスに

参入してきている45)。 

 1994 年 1月に中国、ミャンマー、ラオス、タイの高官が昆明で会談し、メコン上流を観光と

貿易のために開放することに合意した。さらに、4 カ国による必要な権限の認定のための協定

の草案作成と、プロジェクト推進のための共同行政機構の設立についても合意した。この一連

の動きが 2000年 4月 20 日に公式の合意書として結実することとなった。中国、ミャンマー、

ラオス、タイといった 4カ国の運輸・貿易・観光を促進する「メコン河上流の商業航行に関す

る合意書」によると、調印の 1年後にメコン河の商業航行を実現し、合意書の規定に従い、締

約国間の船舶が中国雲南省のシマオ港からラオスのルアンプラバンまでを自由に航行できる。

さらに、締約 4カ国はメコン河で計 14 港を開港することとする。この内、中国が 4港、ラオス

が 6港、ミャンマー、タイがそれぞれ 2港となっている。なお、調印の日からその合意書は効

力を発する。有効期間は 5年で失効の 3ヶ月前までに締約国が書面で合意規定の終了を要求し

なければ自動的に 3年ずつ延長される46)。 

 そして、中国、ミャンマー、ラオス、タイの 4カ国による 10数年にわたる共同調査を経て、

瀾滄江－メコン河を通行する商船が 2001 年 6月 26日から正式に運航を始めた。また、中国当

局の説明によると、2010 年までに貨物輸送量は 150 万トン以上に、旅客輸送量は延べ 40 万人

になることが見込まれている47)。この目標を達成するために、2001 年 6月に中国がメコン河が

ラオスとミャンマーを流れる 331 キロメートルについて、共同資金提供するプロジェクトのも

とで浚渫を行うだろうと発表した。浚渫によって最終的に 100 トンの船がメコン河を航行でき

るようになるということである。浚渫されるメコン河の範囲は、中国とミャンマーの間の第 243

境界石と呼ばれる場所から、北西ラオスのフアイサイまでである。さらに、新華社が報じたと
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ころでは、中国はこのプロジェクトに 500 万米ドル以上の資金提供をすることになるというこ

とである。浚渫やその他の作業によって、メコン河の年間航行能力は現在の 400万トンから 2007

年には 1000万トンに拡大するだろうと新華社は伝えている48)。 

 

2．波紋を呼ぶメコン河上流浚渫計画 
 6 カ国が共有するメコン河の開発にとって、極めて重大な動きがメコン河上流域で起きてい

る。2000 年 4月に結ばれた上流 4カ国(中国雲南省、ミャンマー、ラオス、カンボジア)の商業

航行に関する合意を実現するために、上流域の浚渫が始まろうとしている。つまり、航行の妨

げになる浅瀬や岩場を掘削したり、川を深くしたりして、より大きな船が通れるようにしよう

というわけである。下流では、こうした浚渫による流量や川の流れの変化、あるいは魚の生態

系への影響などについて懸念が広がっている。 

 メコン河上流域を大型商業船舶が航行できるようにする計画では、関係 4カ国が結論を出さ

なければならない多くの課題が残されている。4 カ国政府は年間を通じて 500 トン級の船舶が

航行できるように、河の中央部にある早瀬や小島を爆破する計画を立てている。 

 その一方で、最近タイのチェンマイ県商工会議所と商業事務所は共同で作成した「経済の四

角地帯：北タイ上流地域の開発戦略」の中で、環境を保全するために、メコン河を航行する船

舶の重量が 300 トンを超えないよう制限を設ける提案をしている。この提案はタイ政府に提出

され、また 10 月 18日から 20日に中国のチャンルンで行われる経済の四角地帯のメンバー国会

議にも提出される49)。 

 メコン河を航行する商業船舶は増加しており、これまで 4 カ国の技師レベルの責任者が 300

トンから 500 トン級の船舶の航行を可能にする方法を検討してきた。最近では中国で合同会議

が行われ、その席で大型船舶の航行を可能にするためには、最低水深 1.5メートル、川幅 25～

28メートルが必要であり、そのためには黄金の三角地帯からタイ・ラオス国境のメコン河にあ

る早瀬や小島を 11箇所で爆破しなければならないと報告された。チェンライ県チェンコンにも

爆破する早瀬が 1箇所あるので、爆破の対象は合計 12箇所である50)。 

 この問題に関して、メコン河委員会の Joern Kristensen事務局長は、次のように述べている。

「メコン河の航行を支配することは 19 世紀から 20世紀初めにかけて、フランス植民地主義が

かかげた目標でありながら、ラオスのコーンの滝によってその夢はうちくだかれた。今や新し

い貿易ルート、すなわちラオス、ミャンマーそれにタイ東北部という開発が遅れている地域を

通るルートが開拓され、明らかに地域の人々に利益をもたらし、今後もより大きな市場を作り

上げるであろう」51)。 

 しかし、同事務局長は、2つの面から問題を提起する。1つは中国の安い輸入品と下流国の小

規模の生産者が競争しなければならなくなる点である。もう 1つは、そのような航行ルートの

ために必要な河川改修、つまり砂州や浅瀬を取り除いたり、川床を浚渫することは、魚の再生
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産に影響を与えるし、下流の水の流れを変化させる恐れがあるという点である52)。 

 「メコン河下流域の人口の 4分の 3は、主に農民や漁民であり、生活の糧を川から得ている、

それ故に、この新しい河川交易ルートがこうした人々の生活にどのような影響を及ぼすかを完

全に考慮することは極めて重大である。そのために、やっとまとめ上げた国際的な合意を通じ

て作り上げた政策や基準、それに知識は不可欠なものである」53)。Kristensen事務局長はこのよ

うに述べている。 

 そして、同事務局長は、1 つのセクターが他の犠牲に利益を得ることを批判的に指摘した上

で、「すべての関係者が、メコン河を共有する 6カ国と席を共にし、健全な管理のルールを作り

上げる時である。参加者の中には、アジア開発銀行、ESCAP、世界銀行、UNDP、2 国間ドナ

ー機関、それに市民社会グループが入るべきであろう」54)と呼びかけている。 

瀾滄江とメコン河での大型商業船舶の航行のための開発が大メコン圏開発構想の一部となっ

ており、アジア開発銀行は同開発構想に対して既に資金援助を行なっていることから、今後、

この計画に資金を提供する可能性があるのはアジア開発銀行であると言える。さらに、ラオス、

ミャンマー、タイに、中国からの安い輸入品を消費してくれるより大きな市場を作り上げるた

め上流 4カ国の商業航行の計画を積極的に進めている中国政府も同計画に資金を提供する可能

性がある。 

今後、ベトナムやカンボジアなどの下流への影響を全く検討しないで商業航行の計画を進め

ている中国をはじめとする 4カ国にとっては、自国のための利益だけではなく、メコン河の開

発による利益を平等に共有し、他国への影響・環境への害を最小限にするために、どのように

すればよいかという最大の課題の解決策を見つけなければならない。 

 

 おわりに 

 
 既に述べたようにメコン河での開発を調整するメコン河委員会の正式加盟国ではない、つま

り下流国との合意形成を義務付けられていない中国は、雲南省および周辺の電力需要の急伸に

対応して、水力の開発を国家の急務と心得ている。なかでも瀾滄江における水力発電所の開発

について、漫湾ダムを皮切りに、次々と大朝山ダム、景洪ダムを造っている。これに加えて、

小湾ダムを最重要プロジェクトとして、その建設を決意し、今年中にも着工が計画されている。

今後、曲折があっても、結局、中国政府はこれをやり遂げ、また、残りの 10つのダム開発も推

進していくに違いない。 

 瀾滄江のダム開発が進む一方で、現在、中国の主導の下、メコン河の下流に位置するベトナ

ムとカンボジアへの影響を全く検討しないでメコン河の自由航行に伴う浚渫事業が進められて

いる。こうしたメコン河における中国の一連の開発計画の数やその規模を見ると、中国政府は

メコン河下流域への影響を全く検討していないと言っても過言ではない。 
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 中国政府は、雲南省の経済を改善する他、将来電力不足が予測される広東、上海、天津など

の地域に電力を供給するいわゆる「西電東送」といった発展戦略のために、雲南省内の瀾滄江

における一連の大規模な発電所の建設は不可欠であると考えている。しかし、20世紀に建設し

た最大の発電所である二灘発電所が巨額の赤字を作り出している事実と照らしてみる時、雲南

省を重要拠点として、さらに幾つかの新たな水力発電所を建設して、それを「西電東送」にす

るのがはたして妥当であるかどうかが、今日、中国において問われている。 

 しかし、中国の今後のメコン河開発に対する政策について、中国の環境保護運動家戴晴（ダ

イ・チン）氏は、「中国政府にとって、雲南省を含む中国の今後の経済発展を促進するためには、

瀾滄江いわゆるメコン河上流におけるダム開発が不可欠である。今後メコン河下流の国々にど

んな影響があっても中国政府は決してメコン河上流開発計画を変えないだろう」55)と述べ、中

国政府の強固な態度を指摘した。上流のダムによる下流域への影響は明らかにされているにも

かかわらず、中国のシンクタンクである科学研究所の 45 歳の研究員 Wang Xiaodong 氏はメコ

ン河が国際河川であることを知りながら次のような極端な発言をした。彼は「メコン河の土と

水は我が国のもので、それをどうするかは私たちの勝手である」56)と述べ、流域 6 カ国を貫い

ている国際河川である長さ 4,425 キロメートルのメコン河は、中国が独占的所有権を持ってい

るかのように強調している。 

 現在、中国政府はメコン河の開発において、6 カ国の合意形成を義務付けられているメコン

河委員会のメンバーになることを避け、中国の得意な外交術である 2国間の交渉でメコン河流

域の国々と単独の交渉を行ない、中国にとって有利なプロジェクトだけを進め、他国への影響

などは検討しようとしないのが実状である。つまり、中国政府は、中国とメコン河委員会のメ

ンバーであるタイ、ラオス、カンボジア、ベトナムの 4カ国と交渉を行なうよりも中国と相手

国との間の力関係のアンバランスにより圧力をかけやすい単独の交渉を選んだのである。 

 今後、雲南省内における水力発電ダムが計画通りに建設されるならば、メコン河下流域に居

住する 6,000 万人もの住民が、農業用水の不足、海水遡上による塩害、漁業の壊滅などの影響

を受けるに違いない。「生態系回復と地域連帯に向けて」（TERRA, Toward Ecological Recovery 

and Regional Alliance）の Witoon Permpongsachareon事務局長は「ダムはメコン河の脅威である。

1 つのダムを造ることは健康な人間の動脈を押えることと同じだ。血液の流れが止まったら間

違いなくその人間は死に至る」57)と述べて、政治的な要素で分割されずにメコン河の開発問題

を考えようと呼びかけている。 

 今後、メコン河開発関係者は団結して、瀾滄江開発の下流影響について中国側と対話し、真

剣に検討すべきである。しかし、残念ながら、現時点では、タイ政府は流域全体の利益よりも

自国の国益を優先し、中国と組んで雲南省内におけるダム開発を進めている。また、今年に入

ってから、上流 4カ国によってメコン河の自由航行が進められている。この状態が続けば 4カ

国が仲間割れして「利益を平等に共有し、環境への害を最小限にする」理想が破綻する可能性
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が今後ともないとはいえない。現段階でメコン河委員会は、組織的に再発足してまもないこと、

資金面でさほど有力な後援者を持ち合わせていないこと、中国とミャンマーの加盟問題が決着

を見ていないことなど諸般の事情によって、まだ強力な地域機関には成長し得ていない。しか

し、国際河川としてのメコン河の将来のために、中国をメコン河委員会のメンバーとすること

で、中国を流域国間の調整の枠組みに組み入れ、独占的な開発に歯止めをかけることに繋がる

可能性はある。中国、ミャンマーを枠組みに組み入れ、同委員会を拡大、強化することは、避

けて通れない課題であると思う。なお、長期的に考えれば、メコン河流域の自然資源に大きく

依存し、メコン河を生活基盤として暮らしている何千万人もの住民こそがメコン河の流れを最

もよく知り、その価値を正しく評価している。こうした意味で、今後のメコン河流域開発を考

えていく際に、開発が誰のために、そして何のために行なわれるべきなのか綿密に検討する必

要がある。つまり、これまでのトップ・ダウン（top-down）式の開発ではなく、地域住民の参

加を重視する開発政策を模索することである。言い換えれば、今後のメコン河流域開発におい

て、あらゆる地域住民団体の参加によるボトム・アップ（bottom-up）式の開発こそが行なわれ

るべきものでなければならない。 
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